
第 21号
令和3年1月

農業委員会だより

せいろう

三賀用水地区の水田で栽培しているブロッコリーの収穫作業です。
ほ場整備の採択に向けて、水田に園芸作物を試験栽培し、水田のフル活用に取り組んでます。
（三賀用水地区ほ場整備委員会の委員３名で共同栽培しました）
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新潟県農業会議会長から表彰されました

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

聖
籠
町
農
業
委
員
会
会
長

�

　

駒
澤
　
一
男

　

近
年
、
想
定
を
超
え
る
自
然
災
害
が
、
日
本
の
ど

こ
で
発
生
し
て
も
お
か
し
く
な
い
状
況
の
中
で
、
万

が
一
、
世
界
的
な
自
然
災
害
が
発
生
し
た
場
合
、
食

糧
の
輸
入
が
滞
る
な
ど
、
食
料
自
給
率
が
38
％
と
低

い
日
本
で
は
大
変
な
こ
と
に
な
る
と
思
い
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
事
態
に
な
ら
な
い
た
め
に
、
我
々
農

業
委
員
会
は
、
食
料
自
給
率
向
上
の
た
め
の
基
本
と

な
る
農
地
利
用
の
最
適
化
（
担
い
手
へ
の
農
地
利
用

の
集
積
・
集
約
、
遊
休
農
地
の
発
生
防
止
・
解
消
、

新
規
参
入
の
促
進
）
の
推
進
が
大
き
な
仕
事
で
す
。

ま
た
、
国
民
に
安
定
的
に
食
料
の
供
給
を
す
る
た
め

に
は
、
農
業
人
口
及
び
農
地
の
減
少
は
深
刻
な
課
題

で
す
。

　

そ
う
し
た
問
題
の
解
決
に
向
け
、
農
地
利
用
の
最

適
化
の
推
進
は
も
と
よ
り
、
町
長
・
町
議
会
へ
の
意

見
書
の
提
出
等
に
よ
り
行
政
と
危
機
感
を
共
有
し
た

中
で
活
動
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
の
で
、
皆
様

の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

農業委員　主な役割：①農地法に基づく許認可　②地域農業振興の推進　③農業者の公的代表組織
農地利用最適化推進委員　主な役割：①担い手への農地利用の集積・集約化　②遊休農地の発生防止・解消　③新規参入の促進

地 区

四ッ屋
道賀新田
上大谷内
真野、丸潟
桃山、山倉

中の橋
本諏訪山
山諏訪山
本大夫
山大夫
本三賀

山三賀
二本松
外畑、正庵
別條、八幡

蓮野
杉谷内
甚兵衛橋

藤寄
大夫興野

苔沼
聖中ケ丘
蓮潟
蓮潟新田

網代浜 亀塚
次第浜

担当農業
委員

（℡）

神田 　勝
27-4566

栗原 一成
27-5259

駒沢 一男
27-4650

新保 昇英
27-2083

新保 要一
27-4475

新保 　勇
27-4138

加藤百合子
27-8512

八幡 　裕
27-4083

曽根 善治
27-4708

宮下 吉勝
27-1159

担当農地利
用最適化推
進委員（℡）

宮野 公之
27-4467

岩渕 せん
27-4324

新保 昭治
27-4072

曽根 健一
27-4848

齋藤 直樹
27-7587

髙崎 信暁
32-5478

第
24
期
農
業
委
員
会
活
動

地区担当の委員が
農地、農業等に関するご相談に応じます

会長　駒澤一男
　町農業委員会会長の駒澤一男が「令和

2年度永年勤続農業委員会委員等表彰」

で勤務 25 年以上として新潟県農業会議

会長から表彰されました。これからも町

農業委員会会長として、農地利用の最適

化の推進にご尽力していただきます。
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新

規

就

農

者

紹

介

�

淡
路
　
知
成

�

二
本
松

　

農
業
を
営
む
家
族
や
地
域
の
方
々
を

小
さ
い
頃
か
ら
見
て
き
た
私
に
と
っ
て
、

聖
籠
町
＝
農
業
と
い
う
イ
メ
ー
ジ
が
強

く
、
私
も
い
つ
か
農
業
を
通
し
て
、
聖

籠
町
を
盛
り
上
げ
て
い
き
た
い
と
い
う

思
い
が
あ
り
ま
し
た
。

　

高
校
卒
業
後
、
関
東
で
生
活
し
て
い

た
私
は
農
繁
期
に
な
る
と
実
家
へ
帰

り
、
収
穫
等
の
手
伝
い
を
し
て
い
ま
し

た
。
そ
れ
は
決
し
て
楽
な
仕
事
で
は
な

く
、
そ
の
中
で
父
や
母
が
必
死
に
働
く

姿
を
見
て
、
家
族
の
た
め
に
継
ぐ
な
ら

今
だ
と
地
元
聖
籠
町
へ
の
Ｕ
タ
ー
ン
を

決
め
ま
し
た
。
何
よ
り
ず
っ
と
関
東
で

育
っ
て
き
た
妻
が
理
解
し
て
背
中
を
押

し
て
く
れ
た
こ
と
に
は
感
謝
の
思
い
で

い
っ
ぱ
い
で
す
。

　

ぶ
ど
う
農
家
と
し
て
の
初
年
度
は
う

ま
く
い
か
な
い
こ
と
が
多
く
、
ま
だ
ま

だ
分
か
ら
な
い
こ
と
ば
か
り
で
勉
強
の

日
々
で
す
。
今
後
も
父
を
は
じ
め
こ
れ

ま
で
ず
っ
と
地
域
の
ぶ
ど
う
を
支
え
て

き
た
先
輩
方
か
ら
学
び
な
が
ら
、
よ
り

良
い
品
質
の
ぶ
ど
う
を
作
っ
て
い
け
る

よ
う
努
力
し
て
い
き
ま
す
の
で
、
ご
指

導
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

�

二
宮
　
和
紀

�

蓮
野

　

20
歳
か
ら
38
歳
ま
で
東
京
に
住
ん
で

い
ま
し
た
が
、
地
元
の
蓮
野
に
戻
り
農

業
を
始
め
ま
し
た
。
物
覚
え
も
物
忘
れ

も
ひ
ど
く
新
し
い
仕
事
を
始
め
る
事
に

向
い
て
い
ま
せ
ん
が
、
前
の
仕
事
で
何

年
も
か
け
て
打
ち
込
ん
だ
事
に
関
し
て

は
誰
よ
り
も
上
手
く
出
来
る
と
い
う
自

信
が
つ
き
ま
し
た
。

　

地
元
で
す
が
昔
と
地
形
も
変
わ
り
仕

事
も
何
も
わ
か
ら
な
い
自
分
を
皆
さ
ん

気
に
か
け
て
く
れ
、
質
問
し
や
す
い
環

境
を
作
っ
て
い
た
だ
き
と
て
も
有
り
難

い
で
す
。

　

一
昨
年
、
金
助
農
業
さ
ん
で
お
手
伝

い
さ
せ
て
頂
い
た
砂
里
芋
に
出
会
え
た

事
は
大
変
幸
運
に
思
い
ま
す
。
う
ち
で

も
昨
年
種
芋
を
作
り
今
年
か
ら
本
格
的

に
出
荷
を
始
め
ま
し
た
。
こ
こ
か
ら
ま

ず
自
分
の
作
物
を
堂
々
と
誇
れ
る
よ
う

に
な
り
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
だ
ま
だ
お
手
伝
い
と
い
う
レ
ベ
ル

で
し
か
な
い
で
す
し
、
不
器
用
で
あ
ま

り
表
情
に
は
出
ま
せ
ん
が
や
る
気
は
あ

る
の
で
今
後
と
も
目
を
か
け
て
い
た
だ

け
た
ら
幸
い
で
す
。
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11月13日に
農業委員会が意見書を町長と町議会に提出しました。

意　見　書  （概 要）

１  持続可能な農業へ向けて
　高齢化により担い手と言われる農業者が減少していくなか、農業者が安定した農業経営を持続させ
るには、農地利用の最適化の推進および農業用施設整備や組織育成など様々な支援策が重要であるた
め、今後も関係機関・団体と連携を図りながら、持続可能な農業の確立に向けた支援策を講じられる
ようお願いします。

２  担い手への農地の集積・集約化について
　農業経営の規模拡大を図るためには、耕作の事業に供される農地の集団化を図り効率的に耕作でき
るようにする必要があるため、農地中間管理事業の活用、人・農地プランの実質化に向けた地域の話
合い等、基盤整備事業の活用などにより、担い手への集積・集約が図られるよう取り組まれることを
お願いします。

３  耕作放棄地の発生防止・解消について
　高齢化等による労働力の不足や土地条件が悪いことなど様々な要因による耕作放棄地が増加してお
り、農業委員会による耕作者への指導のみでは限界も感じられることから、耕作放棄地の解消対策と
して基盤整備の推進や遊休農地対策事業補助金の拡充など具体的な施策を講じられるようお願いしま
す。

４  農業委員会の体制について
　改正農地中間管理事業関連法において、農業委員会は人・農地プランの実質化に主体的に取り組む
ことが明文化されました。また、町内各地域で話し合いが続けられている基盤整備事業についても、
農業委員会には膨大な事務遂行が予測されているところです。つきましては、農業委員会事務局の様々
な業務に対応するための体制整備およびそれに伴う適切な職員配置を引き続き講じられるようお願い
します。

※ 意見書全文は農業委員会事務局で閲覧できます。
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経営転換協力金のご案内

聖籠町賃借料情報は下記のとおりです。
　令和 2 年 1 月から令和 2 年 12 月までに締結（公告）された賃貸借における賃借料水準（10ａ当
たり）は、以下のとおりとなっております。
１．田（水稲）の部　� ※

締結（公告）された地域 平均額（円） 最高額（円） 最低額（円） 筆数 使用貸借（筆数）

30a～100a区画のほ場整備完了地 21,200 24,000 20,000 24 0

ほ場整備完了地除く全域 21,100 25,800 13,000 403 24

ビニール水田 18,300 24,000 5,000 22 0

（参考）聖籠町平均 21,000 ― ― ― ―

２．畑の部
区　　　分 平均額（円） 最高額（円） 最低額（円） 筆数 使用貸借（筆数）

普通畑 町内全域（普通作物） 6,400 20,000 1,000 76 176

特殊畑 町内全域（果樹等） 12,200 20,000 10,000 6 1
※ 使用貸借とは無償の貸借です。（ただし、維持管理費等の負担を除く）

１　どういう制度？
　担い手への農地集積・集約化を加速することを目
的に、農業部門の減少による経営転換、リタイア、
農業経営をしていた農地の相続人で農業経営を行わ
ない人を対象に農地バンク（農地中間管理機構）へ
農地を貸し付けた際、申請に基づき協力金を交付し
ます。

２　だれが対象？
対象①：農業部門の減少により経営転換する農業者

→２以上を経営する者が１以上廃止するこ
と。

（例：稲作と畑作を行っていた者が稲作だ
けを廃止すること。）

対象②：リタイアする農業者
対象③：農業経営をしていた農地の相続人で農業経

営を行わない者

３　具体的な要件は？
　以下の要件を満たす必要があります。
要件①：農地中間管理機構へ対象となる農地を一括

して 10 年以上貸し付けること。
要件②：申請者又は申請者の世帯員が貸付日の１年

以上前から自らが耕作又は適正な管理を
行っていたこと。

要件③：農業振興地域内であり、かつ 10ａ以上の
農地であること。

※要件は個々の事情により異なりますので、詳しく
はご相談願います。

４　申請の流れは？
　まず、農地の貸し付けの手続きを農業委員会で
行ってください。
　協力金支給の対象となる場合、後日文書でご案内
させていただきます。

５　いくらもらえる？
交付単価：15,000 円 /10ａ
上 限 額：500,000 円（1 戸当たり）

６　注意事項
　経営転換協力金の通常支給は令和３年度までと
なっており、令和３年９月末までに貸し付けの手続
きを行う必要があります。令和４年度からは地域集
積協力金と一体で取り組む場合のみ支給され、令和
６年度には制度自体が廃止の予定ですので、協力金
の支給を希望する方は事前にご相談をお願いいたし
ます。

お問い合わせ
農地の賃借に関すること：聖籠町農業委員会
経営転換協力金に関すること：聖籠町産業観光課
ＴＥＬ：27 - 2111
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�

令
和
２
年
１
月
～
令
和
２
年
12
月

1
月
24
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会

2
月
4
日　

認
定
農
業
者
と
の
意
見
交
換
会

2
月
25
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会

3
月
25
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会
・
委
員
合
同
会
議

4
月
24
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会

5
月
25
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会

6
月
26
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会
・
委
員
合
同
会
議

7
月
27
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会

7
月
31
日　

農
地
パ
ト
ロ
ー
ル

8
月
20
日
～
9
月
1
日　

全
農
地
利
用
状
況
調
査

8
月
24
日　

地
域
別
農
業
委
員
会
代
表
者
研
修
会

	
�

（
新
潟
市
中
央
区
）

8
月
25
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会
・
委
員
合
同
会
議

8
月
25
日　

農
業
者
年
金
加
入
推
進
研
修
会

9
月
25
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会
・
委
員
合
同
会
議

10
月
14
日　

市
町
村
農
業
委
員
会
長
研
修
会

	
�

（
新
潟
市
中
央
区
）

10
月
26
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会
・
委
員
合
同
会
議

11
月
13
日　

意
見
書
提
出
（
町
長
・
議
長
）

11
月
19
日　

新
潟
県
農
業
委
員
会
大
会
（
三
条
市
）

11
月
25
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会

11
月
25
日　

新
発
田
地
域
農
業
振
興
大
会
（
聖
籠
町
）

12
月
1
日　

新
潟
県
女
性
農
業
委
員
等
研
修
会

	
�

（
新
潟
市
中
央
区
）

12
月
25
日　

農
業
委
員
会
部
会
・
総
会
・
委
員
合
同
会
議

農
業
委
員
会
の
主
な
動
き

農業者年金に加入して豊かな老後を！
〜加入要件は３つ、メリットは６つ〜

加入要件
①国民年金第１号被保険者
②年間60日以上農業に従事する方
③20歳以上60歳未満の方

メリット
①積立方式で安全
②加入・脱退も自由
③保険料は全額社会保険料控除
④保険料はいつでも変更可
⑤農業の担い手には保険料を国が

補助
⑥終身年金80歳までの死亡一時金

あり

国民年金の支給額は
年額156万円

農業者の皆さんが加入して
いる国民年金は、40年加
入、納付した場合、夫婦二
人で月額約 13万円です。

（令和２年度の老齢基礎年金の満額
参照）

老後の家計費現金支出は
年額288万円

高齢農家世帯（世帯主が
65歳以上の夫婦２人）の
家計費は、現金支出で月額
約24万円です。

（平成28年総務省家計調査を基に推
計）

それに
対して

お問い合わせは
聖籠町農業委員会（聖籠町役場１階）　聖籠町大字諏訪山1635-4   　℡ 0254-27-1964
ＪＡ北越後営農センター　　　　　　　新発田市島潟字弁天1449-1　℡ 0254-26-7000

年額１３２万円のマイナスをどうしますか？

ぜひ農業者年金をご検討ください!

家族経営協定を結びませんか。
家族経営協定は
　農業の経営方針や役割分担、収益の配分等を家族
で話合い取り決めするものです。女性や後継者の主
体的な経営の参画や家計と経営の分離等、家族みん
なでつくる共同経営を確立する有効な手段です。

締結する目的は
　家族で農業を営むと生活と農業の境目が不明確
で、労働時間や報酬等があいまいになり、不満等が
生まれがちです。家族経営協定を締結することで、
それらを明確にし、家族みんなが意欲的に働くこと
ができ、農業経営の改善につながります。

家族経営協定の内容
　・就労条件の整備　　・経営管理の充実
　・円滑な世代交代　　・生活面のルール化

メリット
　農業者年金の保険料の国庫補助、認定農業者制度
の夫婦親子共同申請等のメリットがあります。

お問い合わせは
　聖籠町農業委員会（聖籠町役場１階）
　聖籠町大字諏訪山1635-4� ℡ 0254-27-1964
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私
の
担
当
地
区
の
蓮
潟
集
落
で
は
、

蓮
潟
環
境
保
全
チ
ー
ム
を
中
心
に
令
和

元
年
よ
り
ほ
場
整
備
を
見
据
え
て
の
、

耕
作
放
棄
地
の
解
消
に
取
り
組
ん
で
い

ま
す
。

　

中
間
管
理
機
構
型
の
ほ
場
整
備
に
取

り
組
む
場
合
、
地
権
者
に
工
事
費
の
負

担
は
な
い
の
で
す
が
、
耕
作
放
棄
地
が

あ
っ
た
場
合
、
伐
採
等
の
費
用
は
地
権

者
に
請
求
さ
れ
る
と
い
う
話
を
聞
き
ま

し
た
。
そ
こ
で
、
蓮
潟
環
境
保
全
チ
ー

ム
が
町
の
遊
休
農
地
対
策
事
業
補
助
金

を
使
っ
て
、
ほ
場
整
備
を
進
め
る
に
あ

た
っ
て
色
々
と
ご
協
力
い
た
だ
い
て
い

る
地
権
者
に
迷
惑
が
掛
か
ら
な
い
よ
う

に
と
い
う
こ
と
で
頑
張
っ
て
い
ま
す
。

　

私
た
ち
農
業
委
員
会
で
は
、
農
業
委

員
、
農
地
利
用
最
適
化
推
進
員
が
全
員

で
７
月
に
違
反
転
用
、
耕
作
放
棄
地
の

防
止
パ
ト
ロ
ー
ル
を
実
施
し
、
そ
の
後

担
当
地
区
で
一
筆
ご
と
の
確
認
も
し
て

い
ま
す
。

　

農
地
は
荒
れ
て
か
ら
で
は
元
に
戻
す

の
が
大
変
で
す
。
耕
作
放
棄
地
に
な
る

前
に
管
理
を
お
願
い
し
ま
す
。

�

農
地
部
長　

曽
根
　
善
治

遊
休
農
地
の
解
消
へ

◆　補 助 内 容　◆
対　象　者 対　象　経　費 補　助　金　額

①遊休農地を新規に取得又は
賃借して耕作する者

②地区協議会（農家組合単位
で組織し、遊休農地所有者
を含む３戸以上を構成員と
する協議会）

遊休農地を解消、再生利用する活動
に要する経費
（障害物撤去、抜根、草刈、耕うん
等による環境整備）
※土地改良に要する経費は除く

補助対象経費の３分の２と
する。
（１回限り）

上記②の地区協議会

上記で整備した遊休農地の保全管理
に要する経費
（景観作物作付け活動又は耕うん、
草刈等による保全管理）

補助対象経費の３分の２と
する。
（１年に１回まで、２年の活
用を上限とする。１回分限
度額２万円 /10a以内）

※補助額は予算の範囲内での交付となります

◎ 詳しいお問い合わせは産業観光課・農業委員会（☎ 27-2111）へお問合わせください。

農作業事故の防止に心がけましょう

農業機械による公道への汚れ防止に心がけましょう

堆肥による迷惑臭の防止に心がけましょう

遊休農地の再生利用を応援します！
遊休農地対策事業補助金

事業を活用して、耕作放棄地を解消する様子（蓮潟地区）
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私
た
ち
の
地
区
は
、
山
大
夫
、
諏
訪

山
、
横
大
夫
の
３
集
落
の
水
田
１
１
４

ha
が
対
象
で
す
。
ど
の
集
落
で
も
農
家

戸
数
減
少
、
高
齢
化
が
進
み
将
来
の
農

業
従
事
者
の
確
保
が
心
配
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の
た
め
、
各
集

落
の
耕
作
者
有
志
や
多
面
的
機
能
支
払

制
度
に
取
り
組
む
役
員
た
ち
と
相
談
し
、

平
成
29
年
11
月
か
ら
大
夫
諏
訪
山
地
区

基
盤
整
備
推
進
委
員
会
を
立
ち
上
げ
、

会
長
以
下
12
名
の
役
員
で
地
元
地
権
者

及
び
関
係
者
、
町
と
土
地
改
良
区
に
も

協
力
を
頂
き
な
が
ら
進
め
て
き
ま
し
た
。

　

令
和
５
年
度
に
は
県
内
の
ほ
場
整
備

事
業
の
要
望
が
１
０
５
地
区
に
急
増
す

る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

事
業
が
採
択
さ
れ
る
た
め
の
要
件
と

し
て
収
益
性
を
向
上
さ
せ
る
必
要
が
あ

り
、
水
稲
の
他
に
約
２
割
の
面
積
で
園

芸
作
物
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
そ
の
た
め
、
私
た
ち
の
地
区
で

も
園
芸
作
物
の
試
験
栽
培
に
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。

　

聖
籠
土
地
改
良
区
管
内
で
は
、
町
内

７
地
区
が
ほ
場
整
備
事
業
を
要
望
し
、

２
地
区
（
蓮
潟
地
区
、三
賀
用
水
地
区
）

が
調
査
事
業
を
採
択
さ
れ
、
令
和
５
年

度
か
ら
着
工
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
私

た
ち
大
夫
諏
訪
山
地
区
も
採
択
に
向
け

努
力
し
て
参
り
ま
す
の
で
、
今
後
と
も

皆
様
の
ご
協
力
を
宜
し
く
お
願
い
し
ま

す
。

◆ 

編
集・発
行　
聖
籠
町
農
業
委
員
会　
〒
９
５
７
‐
０
１
９
２　
新
潟
県
北
蒲
原
郡
聖
籠
町
大
字
諏
訪
山
１
６
３
５
番
地
４　
☎
（
０
２
５
４
）
２
７
‐
２
１
１
１　
（
印
刷　
天
野
印
刷
）

あ がと き
　日本の農産物の自給率は 38％（カロリーベース）で、なんと 62％を海外からの輸入に頼っ
ている状況です。食料自給率が高まらないのは、農業者の減少、耕作放棄地の増加などが考え
られます。緊急時に日本の力でどれだけ生活を維持できるか心配です。できるだけ多くの人が
農業に携わっていただきたいと思います。また、近年冬の雪の少なさや夏の猛暑など気候が変
です。これは人間活動によって温室ガスが増加したための地球温暖化の影響でしょうか。地球
全体の話ですので、難しいですね。
　最近、テレビをつけると新型コロナウイルス感染症の話題ばかりです。無症状の人からの感
染も指摘されており、密閉・密集・密接を避けマスクの着用や石けんによる手洗い、アルコー
ル消毒など一人一人が気を付けるしかなく、今後マスクを着ける生活が続くのか心配です。い
ろいろな業界に影響が出ていますが、毎日、田んぼや畑で仕事をしている農業っていいなあと
つくづく思います。� 広報委員　栗原 一成

農地転用とは農地に住宅を建てたり、資材置場にするなど、
農地を農地以外の目的で使用することです。
違反転用者には懲役・罰金が科せられる可能性があります。
農地転用の際は必ず農業委員会へ事前相談をしてください。

自分の農地でも農地転用に
許可がいること、ご存知ですか？

全国農業新聞
　農業委員会のネットワークが
発行する農業専門紙です。
★週刊金曜日発行　月700円
★申込：農業委員会事務局又は
　　　　農業委員・推進委員
★連絡先：２７－１９６４

ほ
場
整
備
の
実
現
に
向
け
て

大
夫
諏
訪
山
地
区
基
盤
整
備
推
進
委
員
会
　
　
堀
　
正
弘水田で園芸作物（枝豆）を試験栽培する様子


